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当社株式等の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）の継続について 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社が平成 24 年 6 月 27 日開催の当社第 82 回定時

株主総会にて株主の皆様のご賛同をいただきました「当社株式等の大規模買付行為への対応

方針（買収防衛策）」（以下、「本対応方針」といいます。）を継続することについて、平成 27

年 6 月 25 日開催予定の当社第 85 回定時株主総会（以下、「本定時株主総会」といいます。）

にて株主の皆様に賛否をお諮りすべく議案を提出することを決議いたしましたので、以下の

とおりお知らせいたします。 

本対応方針の有効期間は本定時株主総会の終結の時までであることから、当社株主共同の

利益および当社企業価値の確保・向上の観点から、継続の是非も含めてそのあり方について

検討してまいりました。その結果、以下＜本対応方針を継続する必要性＞に記載のとおり、

本対応方針を一部修正したうえで、株主の皆様のご賛同を得ることを条件として継続するこ

とを決定したものです。 

本定時株主総会において出席株主の皆様の議決権の過半数のご賛同を得られた場合、本対

応方針の有効期間は、本定時株主総会の終結の時から平成 30 年の当社定時株主総会の終結の

時までとなります。 

本対応方針の継続に関する本定時株主総会への議案付議につきましては、本日開催の当社

取締役会において社外取締役 1 名を含む全取締役の賛成により決定されたものであり、社外

監査役 3 名を含む当社監査役全員が出席し、いずれの監査役も本対応方針の具体的運用が適

正に行われることを条件として、これに賛成する旨の意見を述べております。 

本対応方針は、当社株式等の大規模な買付行為について、株主の皆様が適切な判断を行え

るようにするためのものであり、当該買付行為そのものを阻止することを目的とするもので

はありません。 

なお、本日現在、当社が特定の第三者から当社株式等の大規模な買付行為を行う旨の提案

を受けている事実はございません。 

本対応方針等の主要な変更点は、以下のとおりです。 

① 対抗措置の内容を新株予約権の無償割当てによる方法に限定いたしました。 

② 取締役会評価期間を延長できる旨を削除し、最長60日または90日に限定いたしました。 

③ 当社取締役会が大規模買付者に対して求める大規模買付情報の内容を一部修正・明確

化いたしました。 

④ 中期計画による企業価値向上の取組みに関する記載を変更いたしました。 

⑤ その他、本対応方針をより分かりやすいものとするよう、字句の整備、表現等の変更

を行いました。 

LOOKING AHEAD WITH NEW TECHNOLOGIES 
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＜本対応方針を継続する必要性＞ 

当社は、本対応方針の有効期間満了を迎えるにあたり、当社株主共同の利益および当社企

業価値の確保・向上の観点から、継続の是非も含めてそのあり方について多面的・総合的に

検討を重ねてまいりました。当社は、エレクトロニクス市場の最先端分野に身を置いており、

急速な技術革新に対応し、多様な顧客ニーズに的確に応えていくためには、短期的・濫用的

な当社株式等の大規模な買付行為を企図する者に対して牽制力を備えつつ、中長期的視点に

基づく戦略的な意思決定を継続していくことが、企業価値向上の観点から重要であると考え

ております。また、当社は、前回、本対応方針の継続にご賛同いただいた平成 24 年 6 月以降、

着実に利益改善を進めることにより、過去最高益を更新することができましたが、これには、

会社支配権に影響を与える当社株式等の大規模な買付行為に関して一定の情報提供ルールを

設けたことにより、経営陣が企業価値向上のための経営に集中できたことも、寄与したもの

と考えております。 

このような状況を踏まえ、本定時株主総会において、本対応方針の継続をご提案させてい

ただくことといたしました。 
 

1. 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針（以下、「会

社支配に関する基本方針」といいます。） 
 

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内

容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社株主共同の利益および当社企業価値を持続

的に確保・向上させていくことを可能とする者である必要があると考えております。 

当社は、長年にわたり国内外の顧客、取引先、従業員等のステークホルダー（利害関係者）

と良好な信頼関係を築き上げてきたほか、独自に開発した新技術と蓄積した技術資源をダイ

ナミックに組み合わせることにより当社のコア技術である微細加工技術を進化させるなど、

当社の事業特性を十分に活かした経営を行うことで、当社株主共同の利益および当社企業価

値を持続的に確保・向上させてまいりました。とりわけ、エレクトロニクス市場の最先端分

野において事業活動を展開する当社にとって、顧客等のニーズをいち早く先取りし、新技術・

新製品に対する研究開発、卓越した高品質保持のための投資を行うなど、ステークホルダー

との信頼関係や専門的な技術知見に裏打ちされた形で中長期的な視点に基づく経営・事業方

針を決定することが当社株主共同の利益および当社企業価値を最大化するうえで必要不可欠

になると考えております。 

当社の企業価値の源泉であるステークホルダーとの関係や事業特性を十分に理解すること

なく、当社株式等の大規模な買付行為を行った後の当社の経営方針の安易な変更やいわゆる

焦土化経営等により、ステークホルダーとの良好な関係が破壊され、新技術や技術資源が流

出することは、当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀損することとなりますた

め、これにつながる当該買付行為を行い、または行おうとする者は、当社の財務および事業

の方針の決定を支配する者として不適切と考えております。 

当社取締役会は、当該買付行為に際し、当社株式等を売却するか否かは、最終的には、当

社株式等を保有する株主の皆様のご判断に委ねられるべきものであり、また、大規模な買付

行為であっても、当社株主共同の利益および当社企業価値に資するものであれば、これを否

定するものではありませんが、当社の事業特性を十分に理解することなく当社の企業価値を

向上させることは困難ですので、株主の皆様が当該買付行為を評価する際、当該買付行為を

行い、または行おうとする者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担

い当社の事業特性を十分に理解している当社取締役会の当該買付行為に対する評価・意見等

も含めた十分な情報が適時・適切に株主の皆様へ提供されることが極めて重要になるものと

考えております。 
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こうした考えの下、当社取締役会は、当該買付行為が行われる際に、当該買付行為に応じ

るべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要

な情報や期間を確保し、株主の皆様のために、当該買付行為を行い、または行おうとする者

と交渉を行うことなどを可能にする仕組みを設け、当該買付行為が当社株主共同の利益およ

び当社企業価値を著しく毀損すると判断される場合等には、法令および当社定款の許容する

限度において相当と判断した対抗措置をとることが、株主の皆様から負託された者としての

責務であると考えております。 

 

2. 会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み 
 

(1) 経営理念と企業価値の源泉 

当社は、昭和 15 年の創業以来、「技術のたゆまざる研鑽」、「製品の高度化」、「社会へ

の貢献」、「自由闊達」を経営理念として掲げ、ユーザーが満足する最高の製品とサービ

スを提供することにより、社会とともに発展していくことを目指し、常に新しい価値の

創造に向かってチャレンジしてまいりました。そして、この精神は現在も変わることな

く受け継がれ、当社事業活動の根幹を形成しております。 

当社におけるものづくりの歴史は、フォトリソグラフィによる独自の微細加工技術を

基盤として、半導体、液晶ディスプレイをはじめとするエレクトロニクス市場において

確固たる信頼とブランドを築き上げるとともに、ユーザーに密着したグローバル展開を

図ることで、新たなニーズをいち早く取り込むことにより、微細加工技術のさらなる進

化を実現してまいりました。長年にわたり培ってきた、この有機的な連鎖こそが当社企

業価値の源泉であると考えております。 
 

(2) 「tok 中期計画 2015」における企業価値向上の取組み 

平成 28 年 3 月期を最終年度とする 3 カ年の中期計画「tok 中期計画 2015」では、「高

付加価値製品による感動（満足できる性能、コスト、品質）を通じて、世界で信頼され

る企業グループを目指す。」という経営ビジョンの下、「①各地域ユーザーに対する密着

戦略」、「②事業ポートフォリオの変革」および「③グローバル人材の開発」を全社戦略

に掲げております。本中期計画の諸施策をグループ一丸となり着実に遂行していくこと

により、過去最高益の更新を目指すとともに、持続的成長の基礎となる事業基盤の強化

を図っております。 
 

① 各地域ユーザーに対する密着戦略 

ワールドワイドに市場の成長性を見極めたうえで、有望市場にあっては選択的かつ

積極的な投資を実施し、各地域ユーザーに対する密着戦略を展開しております。この

取組みの一環として、韓国において子会社を設立し、先端材料の開発から製造・販売

までを一貫して行える体制の整備を完了させるなど、アジア地域においてユーザーの

ニーズに即した投資を重点的に行っております。今後も継続してこの密着戦略を推進

し、ユーザーとの緊密なコミュニケーションを通じて、より多くのニーズを迅速かつ

適切に掘り起こし、これまで以上にユーザーにご満足いただける製品、サービスを提

供できる体制を構築してまいります。 
 
② 事業ポートフォリオの変革 

既存事業の深耕・拡大を通じた高付加価値製品比率の引上げとともに、新規事業の

早期立上げにより、収益性の高い事業ポートフォリオへの変革を図っております。と

りわけ、新規事業の創出は、将来にわたる持続的成長を実現するために極めて重要な
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経営課題と位置づけており、今後の市場拡大が期待される「再生可能エネルギー」、

「オプトエレクトロニクス」、「蓄電材料」等の広範な新規事業領域に対して、人材、

設備等の経営資源を大胆かつ効果的に投入するとともに、M&A（合併・買収）も含め

た他企業とのアライアンスも視野に入れ、新たな事業の柱となる製品の開発に取り組

んでおります。 
 
③ グローバル人材の開発 

グローバルに活躍できる人材を創出・育成するためのプログラムを新たに策定し実

行しております。また、今後ますます事業のグローバル化が進む中で、当社の人材が

その変化に柔軟に対応できる集団に進化し続けるよう、外部人材の導入、外国人や女

性の登用等、様々な観点から人材の多様化（ダイバーシティ）も進めております。 
 

(3) コーポレートガバナンスの強化 

当社は、当社株主共同の利益および当社企業価値を持続的に確保・向上させていくた

めに、経営の透明性、健全性および効率性の確保に資するコーポレートガバナンスの充

実を経営上の重要課題と位置づけております。 

こうした考えの下、経営監督機能の強化や意思決定の迅速化を図るため、執行役員制

度を導入しているほか、事業年度における取締役の経営責任を明確にするため、取締役

の任期を 2年から 1 年に短縮しております。また、取締役会の透明性を高めるとともに、

さらなる監督機能の強化を図ることを目的として、独立性を有する社外取締役を 1 名選

任しておりますが、本定時株主総会において独立性を有する社外取締役を 2 名選任する

議案の付議を予定しております。取締役の報酬は、基本報酬である定額報酬、単年度の

業績連動報酬である賞与に加えて、業績および企業価値向上ひいては株価向上への貢献

意欲や士気を一層高めることを目的とした、中長期の株価連動報酬であるストックオプ

ション（通常型ストックオプション、株式報酬型ストックオプション）で構成しており

ます。加えて、株主総会における議決権行使の円滑化に向けた取組みや存在感を増す海

外子会社の経営管理の強化、コンプライアンス体制の整備といったグループ内部統制シ

ステムの充実に向けた取組みを進めるなど、コーポレートガバナンスの強化に努めてお

ります。 
 

(4) 株主還元の考え方 

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つと位置づけ、長期的な視

点に立ち、財政状態や業績等を総合的に勘案したうえで、新たな成長につながる新技術・

新製品への積極的な研究開発投資、品質の向上や既存事業のさらなる効率化に向けた製

造設備等への投資、さらには国内外での事業展開強化等、企業競争力の強化や収益の拡

大に不可欠な諸施策を推進し持続的な企業価値の向上を図るための原資として有効に活

用すべく、内部留保の確保に意を用いる一方、現在の水準を考慮しつつ連結配当性向 30％

以上の配当を継続的に実施させていただくとともに、自己株式の取得を弾力的に実施す

ることを基本方針としております。 

 

3. 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針

の決定が支配されることを防止するための取組み（本対応方針） 
 
当社取締役会は、上記「1．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関

する基本方針」に記載のとおり、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社

の財務および事業の内容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社株主共同の利益およ
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び当社企業価値を持続的に確保・向上させていくことを可能とする者である必要があると考

えており、これに反する者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適

切と考えております。当社取締役会は、このような不適切な者により当社の財務および事業

の方針が決定されることや、当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀損すること

につながる当社株式等の大規模な買付行為を防止し、当該買付行為が行われる際に、株主の

皆様が応じるか否かについて適切に判断できるようにするため、本対応方針を策定し、当該

買付行為に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を定めております。大

規模買付ルールとは、当該買付行為を行い、または行おうとする者（以下、「大規模買付者」

といいます。）が当該買付行為に先立ち、当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、

それに基づき当社取締役会が当該買付行為について検討・評価を行うための期間を設け、か

かる期間が経過した後に当該買付行為が開始されるというものです。 

当社取締役会は、大規模買付者に対してこの大規模買付ルールの遵守を求め、大規模買付

ルールに則り必要かつ十分な情報を受領した場合には、その内容を吟味し、当社取締役会と

しての見解を適時・適切に開示し、買付提案の受入れまたは代替案の提示等、その見解に基

づく対応をとることといたします。また、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場

合や、大規模買付ルールを遵守した場合であっても当該買付行為が当社株主共同の利益およ

び当社企業価値を著しく毀損すると判断される場合には、一定の対抗措置をとることができ

るものといたします。 

大規模買付ルールの内容は、以下のとおりであり、その概要につきましては、13 頁に記載

の別紙 1「大規模買付ルールの概要」をご参照ください。 

 

(1) 対象となる大規模買付行為 

本対応方針は、以下のいずれかに該当する当社株式等の買付けまたはこれに類似する

行為（ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。当該行為を、以下、「大規模買

付行為」といいます。）がなされる場合を適用対象といたします。大規模買付者は、あら

かじめ本対応方針に定められる手続きに従わなければならないものとします。 

① 当社が発行者である株式等1について、保有者2の株式等保有割合3が 20％以上となる

買付けまたはこれに類似する行為 

② 当社が発行者である株式等4について、公開買付け5に係る株式等の株式等所有割合6

およびその特別関係者7の株式等所有割合の合計が 20％以上となる公開買付け 

  
                                                  
1 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下別段の定めがない限

り同じとします。なお、本対応方針において引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法

令等の制定を含みます。）があった場合には、本対応方針において引用される法令等の各条項は、当社取締役会

が別途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読

み替えられるものとします。 
2 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1項に規定される「保有者」をいい、同条第 3項に基づき保有者に含まれる者を

含みます。 
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。以下同じとしま

す。 
4 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下②および 14 頁に記載

の別紙 2「新株予約権の無償割当てを行う場合の概要」注 11 において同じとします。 
5 金融商品取引法第 27 条の 2 第 6項に定義されます。以下同じとします。 
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとします。以下同じとしま

す。 
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義される「特別関係者」をいいます。ただし、同項第 1 号に掲げる者に

ついては、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第 3 条第 2項で定める者を除きま

す。以下同じとします。 
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(2) 大規模買付情報の提供 

大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会に対して、株主の皆様の

判断および当社取締役会の検討・評価のために必要かつ十分な情報（以下、「大規模買付

情報」といいます。）をご提供いただきます。 

大規模買付情報の具体的な内容は、大規模買付者の属性および大規模買付行為の内容

によって異なり得るため、大規模買付者が大規模買付行為を実施しようとする場合には、

まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに従って大規模買付行為を実施する旨の「意

向表明書」をご提出いただくこととします。 

意向表明書には、「①大規模買付者の名称および住所」、「②設立準拠法」、「③代表者の

氏名」、「④国内連絡先」、「⑤提案する大規模買付行為の概要」、「⑥大規模買付者が現に

保有する当社株式等の数および今後取得予定の当社株式等の数」、ならびに「⑦大規模買

付ルールに従う旨の誓約」を日本語で記載していただきます。 

当社取締役会は、この意向表明書の受領後 5 営業日以内に、当初提供いただくべき大

規模買付情報のリストを日本語で作成し、大規模買付者に交付いたします。また、当社

は、大規模買付者から大規模買付情報を提供いただいた場合、速やかにこれを特別委員

会に送付いたします。当初提供いただいた情報のみでは株主の皆様のご判断および当社

取締役会の検討・評価のために不十分であると当社取締役会および特別委員会が合理的

に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を大規模買付者から提供

していただきます。その場合には、大規模買付ルールの迅速な運営を図る観点から、大

規模買付者から追加の情報を提供していただくための合理的な期間（追加の大規模買付

情報のリストを交付した時点を起算日として最長 60 日間とします。）を定めることとい

たします。 

大規模買付情報の項目の一部は、以下のとおりです。また、大規模買付行為の提案が

あった事実および当社取締役会に提供された大規模買付情報は、株主の皆様の判断のた

め、当社取締役会が適切と判断する時点で、その全部または一部を公表いたします。 

① 大規模買付者およびそのグループ（共同保有者8、特別関係者およびファンドの場

合は各組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構成、事業

内容、財務内容、役員の氏名および職歴等を含みます。） 

② 大規模買付行為の目的、方法および内容（経営参画の意思の有無、大規模買付対価

の種類・金額、買付けの時期、買付資金の裏付け、既に保有する当社株式等に関す

る担保設定状況、当社の資産または今後取得する当社株式等に関する担保設定予定、

時期、取引の仕組み等を含みます。） 

③ 大規模買付価格の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報な

らびに大規模買付行為その他一連の取引によるシナジーの額およびその算定根拠

等を含みます。） 

④ 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無ならびに意思連

絡が存する場合にはその内容および当該第三者の概要 

⑤ 大規模買付行為の資金の裏付け（資金提供者（実質的提供者を含みます。）の具体

的名称、資本構成、調達方法および関連する取引の内容等を含みます。） 

⑥ 大規模買付者が既に保有する当社株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、

売買の予約その他の重要な契約または取決め（以下、「担保契約等」といいます。）

がある場合には、担保契約等の種類、相手方および担保契約等の対象となっている

当社株式等の数量等、当該担保契約等の具体的内容 

                                                  
8 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5項に規定される「共同保有者」をいい、同条第 6 項に基づき共同保有者とみな

される者を含みます。以下同じとします。 
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⑦ 大規模買付者が大規模買付行為において取得を予定する当社株式等に関し、担保契

約等の締結その他第三者との間の合意の予定がある場合には、予定している担保契

約等または合意の種類、相手方ならびに担保契約等または合意の対象となっている

当社株式等の数量等、当該担保契約等または合意の具体的内容 

⑧ 大規模買付行為完了後に意図する当社および当社グループの基本的な経営方針、事

業計画、資本政策および配当政策 

⑨ 大規模買付行為完了後に意図する当社および当社グループの企業価値を継続的か

つ安定的に向上させるための施策ならびに当該施策が当社および当社グループの

企業価値を向上させることの根拠 

⑩ 当社および当社グループの従業員、取引先、顧客、地域社会その他のステークホル

ダー（利害関係者）と当社および当社グループとの関係に関し、大規模買付行為完

了後に予定する変更の有無およびその内容 

⑪ その他、当社取締役会または特別委員会が必要と判断する情報 

なお、当社取締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が十分になされた

と認めた場合には、その旨を大規模買付者に通知（以下、「情報提供完了通知」といいま

す。）するとともに、その旨を速やかに開示いたします。 
 

(3) 当社取締役会による検討・評価 

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日として、対価を現

金（円貨）のみとする公開買付けによる当社株式等の全ての買付けの場合には最長 60 日

間が、その他の大規模買付行為の場合には最長 90 日間が、当社取締役会における検討、

評価、交渉、意見形成および必要に応じて代替案立案のための期間（以下、「取締役会評

価期間」といいます。）として確保されるべきものと考えております。 

取締役会評価期間中、当社取締役会は、適宜必要に応じて特別委員会または外部専門

家等の助言を得ながら、提供された大規模買付情報を十分に検討・評価し、当社取締役

会としての意見を慎重に取りまとめ、大規模買付者に通知するとともに、公表いたしま

す。また、必要に応じて、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善につ

いて交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。 

大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。 
 

(4) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

① 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何

にかかわらず、当社取締役会は、当社株主共同の利益および当社企業価値を守ること

を目的として、必要かつ相当な範囲で、対抗措置を発動し、大規模買付行為に対抗す

ることがあります。 

当社取締役会が発動する対抗措置は、新株予約権の無償割当てとします。その概要

につきましては、14 頁から 15 頁までの別紙 2「新株予約権の無償割当てを行う場合

の概要」に記載のとおりですが、新株予約権の取得の条件、新株予約権の行使期間お

よび行使条件（大規模買付者およびそのグループは、当該新株予約権を行使できない

ものとするなど）その他の新株予約権の内容は、対抗措置としての効果を勘案して変

更することがあります。 

なお、大規模買付ルールを遵守したか否かを判断するにあたっては、大規模買付者

側の事情をも合理的な範囲で十分勘案し、少なくとも大規模買付情報の一部が提供さ

れないことのみをもって大規模買付ルールを遵守していないと認定することはしな

いものといたします。 
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② 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該

大規模買付行為に反対であったとしても、反対意見の表明、代替案の提示、株主の皆

様への説得等を行う可能性は排除しないものの、大規模買付行為に対する対抗措置は

とりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、株主の皆様において、当該

買付提案の内容およびそれに対する当社取締役会の意見、代替案等をご考慮のうえ、

ご判断いただくこととなります。 

ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為

が、以下の(ｲ)から(ﾎ)までのいずれかに該当し、結果として当社に回復しがたい損害

をもたらすなど、当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀損しかつ対抗措

置の発動が相当と当社取締役会が判断する場合には、当社取締役会は、当社株主共同

の利益および当社企業価値を守ることを目的として、対抗措置をとることがあります。 

(ｲ) 真に当社の経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて

高値で株式を当社関係者に引き取らせる目的で当社株式等の買収を行っている

と判断される場合（いわゆる、「グリーンメーラー」） 

(ﾛ) 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、

企業秘密情報、主要取引先や顧客等を大規模買付者やそのグループ会社等に移

譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的で当社株式等の買収を行ってい

ると判断される場合 

(ﾊ) 当社の経営を支配した後に、当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等

の債務の担保や弁済原資として流用する予定で当社株式等の買収を行っている

と判断される場合 

(ﾆ) 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない不動産、有

価証券等の高額資産等を売却等処分させ、その処分利益をもって一時的な高配

当をさせるか、あるいは一時的な高配当による株価の急上昇の機会を狙って当

社株式等の高値売抜けをする目的で当社株式等の買収を行っていると判断され

る場合 

(ﾎ) 大規模買付者の提案する当社株式等の買付方法が、強圧的二段階買収（最初の

買付けで全株式の買付けを勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に設

定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付けを行うこと）等、

株主の判断の機会または自由を制約し、事実上、株主に当社株式等の売却を強

要するおそれがあると判断される場合（ただし、部分的公開買付けであること

をもって当然にこれに該当するものではありません。） 

 

(5) 特別委員会の設置 

大規模買付ルールが遵守されたか否か、ならびに大規模買付ルールが遵守された場合

であっても当該大規模買付行為が当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀損

するおそれがあるため一定の対抗措置をとるべきか否かにつきましては、当社取締役会

が最終的に判断を行いますが、当社取締役会による恣意的な判断を排し、取締役会の判

断および対応の客観性および合理性を確保するため、当社は、当社取締役会から独立し

た組織として、特別委員会を設置しております。 

特別委員会の委員は 3 名以上 5 名以内とし、公正で中立的な判断を可能とするため、

当社の業務執行を行う経営陣から独立し、当社および当社取締役との間に特別の利害関

係を有していない当社社外取締役、当社社外監査役、当社補欠監査役（ただし、社外監
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査役の要件を満たす者）ならびに社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験

者、投資銀行業務に精通している者、またはこれらに準ずる者）の中から選任されるも

のとします。 

なお、特別委員会に関する規程の概要につきましては、16 頁に記載の別紙 3「特別委

員会に関する規程の概要」を、また、本対応方針が株主の皆様のご賛同を得て継続する

こととなった場合に選任を予定しております特別委員会の委員につきましては、17 頁か

ら 18 頁までに記載の別紙 4「特別委員会の委員およびその略歴」をそれぞれご参照くだ

さい。また、特別委員会が行った勧告、その判断の概要等につきましては、適時・適切

に情報開示を行います。 
 

(6) 対抗措置発動の手続き 

当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の公正さを担保するために、

以下の手続きを経ることといたします。 

① 当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是

非について諮問いたします。 

② 特別委員会は、この諮問に基づき、上記「(4) 大規模買付行為がなされた場合の対

応方針」に定める対応方針に従って対抗措置の発動の是非について判断し、当社取

締役会に対して勧告を行います。 

③ 当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を

最大限尊重するものといたします。 

④ 当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、当社取締役の過半数が出席し、そ

の出席取締役の過半数により決定することといたします。また、当社取締役会は、

特別委員会に諮問するとともに、大規模買付者の提供する大規模買付情報に基づい

て、外部専門家等の助言を得ながら、当該大規模買付者および当該大規模買付行為

の具体的内容ならびに当該大規模買付行為が当社株主共同の利益および当社企業

価値に与える影響等を検討するものといたします。 
 

(7) 対抗措置の中止または発動の停止 

当社取締役会が対抗措置の発動を決議した後または対抗措置を発動した後においても、

大規模買付者が大規模買付行為を中止した場合または対抗措置を発動するか否かの判断

の前提となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当社株主共同の利益および当社企業価

値の確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当でないと考えられる状況に至った

場合には、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の中

止または発動の停止を行うものといたします。 
 

(8) 株主および投資家の皆様に与える影響等 

① 大規模買付ルールが株主および投資家の皆様に与える影響 

大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断する

ために必要な情報や現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さら

には、当社株主の皆様が代替案の提示を受ける機会を保証することを目的としており

ます。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報の下で、大規模買付行為に応じる

か否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社株主全体の利益

の保護につながるものであるため、大規模買付ルールの設定は、当社株主および投資

家の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、当社株主および投

資家の皆様の利益に資するものであると考えております。 
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なお、上記「(4) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針」に記載のとおり、大

規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否か、大規模買付ルールを遵守した場合

であっても大規模買付行為が当社株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀損

すると判断されるか否かにより大規模買付行為に対する当社の対応方針が異なりま

すので、当社株主および投資家の皆様におかれましては、大規模買付者の動向にご注

意ください。 

 

② 対抗措置発動時に株主および投資家の皆様に与える影響 

当社取締役会は、当社株主共同の利益および当社企業価値を守ることを目的として、

上記「(4) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針」に記載した対抗措置をとるこ

とがありますが、当社取締役会が具体的な対抗措置をとることを決定した場合には、

法令および東京証券取引所規則等に従って、適時・適切な開示を行います。 

対抗措置の発動時には、大規模買付者およびそのグループ以外の株主の皆様が法的

権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態は想定しておりません。

対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合は、当社取締役会で定める割当期

日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する当社株式 1

株につき 1個の割合で新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、

新株予約権の無償割当時においても、株主の皆様が保有する当社株式 1 株当たりの価

値の希釈化は生じるものの、保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じないことか

ら、株主の皆様が保有する当社株式にかかる法的権利および経済的利益に対して直接

具体的な影響を与えることは想定しておりません。 

ただし、大規模買付者およびそのグループにつきましては、大規模買付ルールを遵

守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合であっても大規模買付行為が当社

株主共同の利益および当社企業価値を著しく毀損すると判断される場合には、対抗措

置がとられることにより、結果的に、その法的権利または経済的側面において不利益

が発生する可能性があります。本対応方針の公表は、大規模買付者が大規模買付ルー

ルに違反することがないようにあらかじめ注意を喚起するものです。 

なお、当社取締役会が、新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても、上

記「(7) 対抗措置の中止または発動の停止」に記載のとおり当社取締役会が対抗措置

の中止または発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応の変動が生じる

可能性があります。例えば、新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後

において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し新株予約権を無償取得して新株を交

付しない場合には、株主の皆様が保有する当社株式 1株当たりの経済的価値の希釈化

は生じないこととなるため、当社株式 1株当たりの経済的価値の希釈化が生じること

を前提にして売買を行った株主または投資家の皆様は、株価の変動により損害を被る

可能性がある点にご留意ください。 

 

③ 対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き 

対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合には、当社取締役会で定める割

当期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、引受けの申込みを要する

ことなく当該新株予約権の割当てを受けることとなります。 

また、当社が当該新株予約権の取得の手続きをとる場合には、大規模買付者および

そのグループ以外の株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社に

よる当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することとなるため、当該新
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株予約権に関する払込み等の手続きは必要ありません（ただし、当社が当該新株予約

権の取得の手続きをとらなかった場合には、新株予約権の行使により新株を取得する

ために所定の期間内に一定の金額の払込みを行っていただく必要があります。なお、

その場合の払込金は 1株当たり 1円等の名目的金額となる予定です。）。 

ただし、この場合、当社は、かかる株主の皆様に対し、別途、ご自身が大規模買付

者でないことなどを誓約する当社所定の書式による書面のご提出を求めることがあ

ります。 

これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当てを行うこと

となった際に、法令および東京証券取引所規則等に基づき別途お知らせいたします。 

 

(9) 本対応方針の有効期間、変更および廃止 

本対応方針は、本定時株主総会における株主の皆様の承認を条件に発効するものとし、

その有効期間は、本定時株主総会の終結の時から平成 30 年の当社定時株主総会の終結の

時までといたします。ただし、有効期間満了前であっても、当社株主総会または取締役

会により本対応方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で本対応方針は

廃止されます。 

なお、当社取締役会は、法令改正、今後の司法判断の動向および東京証券取引所その

他の公的機関の対応等を踏まえ、当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上

の観点から、必要に応じて本対応方針の見直し等、適宜・適切な措置を講じてまいりた

いと存じます。その際における本対応方針の変更は、都度当社株主総会において議案と

してお諮りし、株主の皆様のご賛同を得たうえで行うことといたします（法令改正もし

くは東京証券取引所規則変更等による文言の変更といった軽微な変更につきましては、

特別委員会の承認を得たうえで、当社取締役会にて本対応方針を修正することがありま

す。）。 

 

(10) 本対応方針の合理性 

① 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること 

本対応方針は、経済産業省および法務省が平成 17 年 5 月 27 日に公表した「企業価

値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」に定める 3

原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、

必要性・相当性確保の原則）を充足しており、かつ、企業価値研究会が平成 20 年 6

月 30 日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容を

踏まえております。 

 

② 当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上の目的をもって継続されるも

のであること 

本対応方針は、上記「3. 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によっ

て当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（本

対応方針）」に記載のとおり、大規模買付行為が行われる際に、当該大規模買付行為

に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示す

るために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行う

ことなどを可能とすることにより、当社株主共同の利益および当社企業価値を確保・

向上させるという目的をもって継続されるものです。 
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③ 株主意思を重視するものであること 

本対応方針は、本定時株主総会において株主の皆様のご賛同を得たうえで継続され

るものです。また、上記「(9) 本対応方針の有効期間、変更および廃止」に記載のと

おり、本定時株主総会においてご賛同いただいた後も、その後の当社株主総会におい

て変更または廃止の決議がなされた場合には、本対応方針は当該決議に従い変更また

は廃止されることとなります。従いまして、本対応方針の継続、変更および廃止には、

株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっております。 

 
④ 独立性の高い社外者の判断を重視し、その判断の概要について情報開示を行うこと 

当社は、上記「(5) 特別委員会の設置」に記載のとおり、本対応方針の導入にあた

り、大規模買付行為への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的な判断を排し、

取締役会の判断および対応の客観性および合理性を確保することを目的として特別

委員会を設置しております。特別委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立し、

当社および当社取締役との間に特別の利害関係を有していない社外者の中から選任

された委員で構成され、当社取締役会は、その判断に際して特別委員会の勧告を最大

限尊重することとしております。 

また、当社は、特別委員会の判断の概要について株主および投資家の皆様に適時・

適切に情報開示を行うこととし、当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向

上に資するよう本対応方針の透明な運営が行われる仕組みを確保しております。 

 
⑤ 合理的かつ客観的な発動要件を設定していること 

本対応方針は、上記「(4) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針」に記載のと

おり、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定され

ており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しておりま

す。 

 

⑥ デッドハンド型およびスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

上記「(9) 本対応方針の有効期間、変更および廃止」に記載のとおり、本対応方針

は、当社株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止す

ることができるものとしております。従いまして、本対応方針は、デッドハンド型の

買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買

収防衛策）ではありません。 

また、当社は、取締役の任期を 1年としており、取締役選任議案に関する議決権行

使を通じ、本対応方針の継続、本対応方針に基づき取締役会決議により発動された対

抗措置に対し、株主の皆様の意思が反映できることとしているため、本対応方針は、

スローハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができない

ため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

 

(11) 参考資料 

ご参考資料として、19 頁に別紙 5「当社の株式の状況（平成 27 年 3 月 31 日現在）」を

添付しております。 

 

以 上 
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（別紙 1） 

大規模買付ルールの概要 

 

 

 

（注）本フローチャートは、大規模買付ルールの概要を分かりやすく表示したものであり、

必ずしも全ての手続きを示したものではありません。詳細につきましては、本文をご

参照ください。 

以 上 
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（別紙 2） 

新株予約権の無償割当てを行う場合の概要 

 

1．新株予約権の割当ての対象となる株主およびその割当方法 

 

当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保

有する当社株式（ただし、当社の有する当社株式を除く。）1 株につき 1 個の割合で、払

込みをさせないで新株予約権を割り当てる。 

 

2．新株予約権の目的となる株式の種類および数 

 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権 1個当たりの目的と

なる株式の数は 1株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合その他を行う場合は、

所要の調整を行うものとする。 

 

3．株主に割り当てる新株予約権の総数 

 

割当期日における当社の最終の発行済株式の総数（ただし、同時点において当社の有する

当社株式の数を除く。）を上限とする。 

 

4．新株予約権の払込金額 

 

新株予約権の無償割当てを行うため、払込みを要しない。 

 

5．各新株予約権の行使に際して出資される財産およびその価額 

 

各新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は 1株当たり 1円以上

で当社取締役会が定める額とする。 

 

6．新株予約権の譲渡制限 

 

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

7．新株予約権の行使条件 

 

「①特定大量保有者」9、「②その共同保有者」10、「③特定大量買付者」11、「④その特別関

                                                  
9「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株式等の保有者で、当該株式等に係る株式等保有割合が 20％以上

である者もしくは 20％以上であると当社取締役会が認めた者をいう。 
10「共同保有者」とは、金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に定義される者および同条第 6項に基づき共同保有者

とみなされる者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含む。）をいう。 
11「特定大量買付者」とは、公開買付けによって当社が発行者である株式等の買付け等（金融商品取引法第 27 条

の 2 第 1 項に定義される買付け等をいう。以下本注において同じとする。）を行う旨の公告を行った者で、当該

買付け等の後におけるその者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第 7条第 1 項に定める場合

を含む。）に係る株式等の株式等所有割合とその者の特別関係者の株式等所有割合とを合計して 20％以上となる

者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）をいう。 
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係者」もしくは「⑤ 上記①から④までに記載の者から新株予約権を当社取締役会の承認

を得ることなく譲り受けもしくは承継した者」、または「⑥ 上記①から⑤までに記載の者

の関連者」12は、新株予約権を行使することができないことなどを行使の条件として定め

る。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。 

 

8．当社が当社普通株式を対価として新株予約権を取得することができる事由および取得の条件 

 

当社は、当社取締役会において定める取得日が到来したときに、新株予約権（ただし、上

記「7. 新株予約権の行使条件」に記載される新株予約権を行使することができない者が

有する新株予約権を除く。）を取得し、これと引き換えに、新株予約権 1 個につき、別途

調整がない限り当社普通株式 1 株を交付することができるなどの条件を付した取得条項

を定める。なお、上記「7. 新株予約権の行使条件」に記載される新株予約権を行使する

ことができない者に対し、その者が有する新株予約権の対価として現金の交付を行わない

ものとする。詳細については、当社取締役会において別途定めるものとする。 

 

9．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得 

 

当社は、当社取締役会が対抗措置の発動を停止した場合その他当社取締役会において別途

定める場合には、新株予約権の全部を無償にて取得することができるものとする。 

 

10．新株予約権の行使期間等 

 

新株予約権の行使期間、当社が無償で新株予約権を取得することができる事由および取得

の条件その他必要な事項については、当社取締役会において別途定めるものとする。 

 

以 上 

                                                  
12 ある者の「関連者」とは、特別委員会の同意の下、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその

者と共同の支配下にある者（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含む。）、またはその者と協調して

行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。 



 

16/19 
 

（別紙 3） 

特別委員会に関する規程の概要 

 

1．特別委員会は、当社取締役会の決議により、大規模買付行為への対抗措置の発動等に関す

る取締役会の恣意的な判断を排し、取締役会の判断および対応の客観性および合理性を確

保することを目的として設置される。 

 

2．特別委員会の委員（以下、「委員」という。）は、3名以上 5名以内とし、当社の業務執行

を行う経営陣から独立し、当社および当社取締役との間に特別の利害関係を有していない

当社社外取締役、当社社外監査役、当社補欠監査役（ただし、社外監査役の要件を満たす

者）ならびに社外有識者（弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精

通している者、またはこれらに準ずる者）の中から当社取締役会が選任する。 

 

3．特別委員会は、互選により委員長を定め、委員長は特別委員会の議長となる。 

 

4．特別委員会は、委員長が招集するものとし、各委員は委員長に対して特別委員会の招集を

請求することができる。 

 

5．特別委員会の勧告決議は、委員の過半数が出席し、出席委員の過半数をもってこれを行

う。また、勧告決議が可否同数のときは、議長がこれを決する。 

 

6．特別委員会は、当社取締役会からの諮問に基づき、本対応方針に従って、対抗措置発動の

是非について判断し、当社取締役会に対し勧告を行う。また、特別委員会は、本対応方針

に係る当社取締役会からの諮問に対して勧告を行う。勧告にあたっては、当社株主共同の

利益および当社企業価値を著しく毀損するか否かの観点から判断するものとし、自己また

は当社取締役の利益を図ることを目的としてはならない。なお、当社取締役会は、対抗措

置を発動するか否かの判断に際して、特別委員会の勧告を最大限尊重する。 

 

7．特別委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役、執行役員、会計監査人または従業

員に対し、情報の提供または特別委員会への出席を求めることができる。 

 

8．特別委員会は、その判断が当社株主共同の利益および当社企業価値の確保・向上に資する

ようになされることを確保するために、当社の費用で独立した第三者（フィナンシャル・

アドバイザー、弁護士、税理士、公認会計士、コンサルタントその他の専門家を含む。）

から助言を得ることができるよう要請することができる。 

 

以 上 
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（別紙 4） 

特別委員会の委員およびその略歴 

（五十音順） 

氏  名 

（生年月日） 
略  歴 

 栗
くり

本
もと

弘
ひろ

嗣
し

 

（昭和 22 年 8 月 26 日生） 

昭和 45 年 4 月 オイレス工業株式会社入社 

平成 11 年 6 月 同社取締役 

平成 15 年 6 月 同社取締役常務執行役員 

平成 18 年 6 月 同社代表取締役取締役社長兼社長執行役員 

平成 23 年 6 月 同社代表取締役取締役会長 

平成 26 年 6 月 当社取締役（社外取締役） 

現在に至る 

オイレス工業株式会社 取締役相談役 

現在に至る 

 小
こ

杉
すぎ

丈
たけ

夫
お

 

（昭和 17 年 3 月 23 日生） 

昭和 43 年 4 月 大阪地方裁判所判事補 

昭和 49 年 5 月 弁護士登録（東京弁護士会所属） 

昭和 49 年 6 月 松尾法律事務所（現弁護士法人松尾綜合法律

事務所）入所 

現在に至る 

平成 21 年 6 月 株式会社東芝 取締役（社外取締役）（平成

26 年 6 月まで） 

平成 22 年 6 月 富士フイルムホールディングス株式会社 

監査役（社外監査役） 

現在に至る 

 関
せき

口
ぐち

典
のり

子
こ

 

（昭和 39 年 1 月 23 日生） 

昭和 61 年 4 月 マニュファクチャラーズ・ハノバー銀行（現

JP モルガン・チェース銀行）入行（昭和 63

年 6 月まで） 

平成 3年 10 月 監査法人朝日新和会計社（現有限責任あずさ

監査法人）入所（平成 10 年 1 月まで） 

平成 6 年 3 月 公認会計士登録 

平成 10 年 2 月 日本放送協会入局（平成 13 年 6 月まで） 

平成13年12月 トリンプ・インターナショナル・ジャパン株

式会社入社（平成 16 年 6 月まで） 

平成 14 年 1 月 公認会計士再登録 

平成 16 年 7 月 新日本監査法人（現新日本有限責任監査法

人）入所（平成 22 年 10 月まで） 

平成22年11月 関口公認会計士事務所 所長 

現在に至る 

平成 23 年 4 月 独立行政法人国際協力機構 契約監視委員 

現在に至る 

平成 23 年 7 月 独立行政法人国際協力機構 外部審査委員 

現在に至る 

平成 24 年 7 月 税理士登録 
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（注）1．栗本弘嗣氏は、平成 27 年 6 月 26 日付をもって、オイレス工業株式会社の取締役

を退任される予定です。 

2．栗本弘嗣氏は、当社の社外取締役です。なお、当社は、同氏を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。 

3．関口典子氏は、当社の社外取締役候補者です。なお、当社は、同氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出る予定であり、本定

時株主総会において同氏の社外取締役選任が承認された場合、独立役員となる予

定です。 

4．小杉丈夫氏および弁護士法人松尾綜合法律事務所と当社との間には、取引関係は

ありません。 

5．関口典子氏および関口公認会計士事務所と当社との間には、取引関係はありませ

ん。 

6．上記各氏と当社および当社取締役との間には、いずれも特別の利害関係はありま

せん。 

以 上 
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（別紙 5） 

当社の株式の状況（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

 

1．発行可能株式総数  197,000,000 株 

 

2．発行済株式の総数   46,600,000 株 

 

3．株 主 数       6,257 名 

 

4．大 株 主（上位 10 名） 

 

氏名または名称 保有株式数（千株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,029 4.51

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 1,826 4.06

M L P F S  C U S T O D Y  A C C O U N T 1,494 3.32

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,402 3.12

C B N Y - E D G E P O I N T  G L O B A L  P O R T F O L I O 1,267 2.82

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,207 2.68

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,026 2.28

公 益 財 団 法 人 東 京 応 化 科 学 技 術 振 興 財 団 984 2.19

三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 953 2.12

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 915 2.03

（注）1．当社は、自己株式を 1,598 千株保有しておりますが、上記大株主から除外してお

ります。 

2．割合は、発行済株式の総数から自己株式を除いた株式数（45,001,674 株）を基準

に算出しております。 

以 上 


